
【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状借   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

平成1丁年度「健やか親子21  

（参考値）88．＄％   平成12年幼児性廣度調査   95％   （参考値）92．3％  の推進のための情報システ   
（1歳までに接種した者の割合）  （1歳までに接種した者の割合）  ム構築と各種情報の利活用  

に関する研究」山螺然太朗班  

第2回中間評価   調査  

6か月までに接種した看の割合：   
9＄％  推進するための母子保健欄  

（1歳までに接種した者の割合：   
99％）   山蛛然太朗班   

－ データ分析   

6か月までに接種を終了している者の割合は目標達成した。厚生労働省のデータでも、平成17年から平成19年にかけて、BC  

鰭果  
G接種者数の減少は認めない。   

第1回申聞評価附こは、「子どもの予防接種週瀾」（日本医師会、日本小児科医会、厚生労働省主催、健やか親子21推進協  

分析  
議会後撞）等のキャンペーンや、小児科・産科等関係団体による普及啓発に関する取組が活発に行われて成果を上げたと考  
えられる。   

目標値に達成した。これらの取組が継続されることが重要である。   
評価  

親の配憶に基づく調査データであるため、息い違い等により不正確な回答が含まれている可能性がある。今後は、厚生労働  

調査・分析上の課僅  省発表のデータを使用することが望ましい。   

隕係各種団体による予防接種に関する積極的な啓発が必凄である。また、市町村により、未採種香の把握やその看に対する  
自棟達成のための課思     個別の接種勧奨が必要である。忙しい親でも、予防接種を受けやすくする実施方法の工夫も重要である。   

【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

平成17年康「健やか親子21  

三種混合87．5％   平成12年幼児健康度調査   95％   三種混合85．7％  の推進のための情報システ   

廃しん 70．4％  麻しん  85．4％   ム構築と各種情報の利活用  
に関する研琴J山野然太朗班  

第2回申閤評価   調査  

平成21年虔「せやか親子21を  
三種混合9乙7％  推進するための母子保健情  
麻しん 86．8％  報の利活用に関する研究」  

山野然太朗班   

データ分析   

平成17年と比較して、平成21年は三種混合はは9割以上終了となり、麻疹についてもはわずかではあるが改善している。厚生  
結果  労働省のデータによると、平成19年の三種混合の実施率は抑％を越えており（2期を除く）、麻疹の実施率は90％弱となってい  

ス   
第1回中間評価前には、「子どもの予防接種週間」（日本医師会、日本小児科医会、厚生労働省主催、健やか親子21推進協  

分析  議会後緩）専のキャンペーンや、小児科・産科等閑係団体による普及啓発に関する取組が活発に行われて成果を上げたと考  
えられる。   

平成1丁年から平成21年にかなり寿化してしまい、このままでは目標の蓬成は困難であると考えられる。   

評価  

データであるため、思い違い等により不正確な回答が含まれている可能性がある。今後は、厚生労働  

調査・分析上の誅超   親の記憶に基づく調書   省発表のデータを使用することが望ましい。   
による予防接種に関する積極的な啓発が必要である。また、市町村により の把握やその  目標達成のための課題  引き研き、関係各種団体、禾播種者 者に対する偲別の接種勧奨が必要である。忙しい親でも、予防接種を受けやすくする実施方法のエ夫も重要である。なお、今   後は厚生労働省の発表したデータに基づいて評価すべきである 

。   
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【行政・関係機関等の取組の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

初期 70．2％   平成13年度「二次医療圏毎の小児   初期 政令市的．0％市町村46．1％  平成17年自治体調査（母子   
二次12．8％   救急医療体制の現状等の評価に関  100％  二次  54．7％（221／404地区）  保健課）および医政局指導課   
三次100％   する研究」田中哲郎班  三次  100％  調べ（小児救急体制整備）  

第Z回中間評価   調査  

初期54．2％  
（政令市91．8％市町村52．4％）  

ニ次100％（都道府県単位の回答）  
保健課）および医政局指導課   

調べ   
三次  100も   

データ分析   

ベースライン調査は都道府県単位の数値であるのに対し、第1回中間評価は市町村、二次医療圏、都道府県単位の数値、ま  

結果  た第2回中間評価で二次については都道府県単位の回答となっており、一律に比較はできない。しかし、平成21年調査によれ  
ば、政令市等を除いた市町抑こおける初期救急体制整備があまり進んでいない。   

近年、小児救急医療体制は全体としては改書傾向にあると考えられる。ただし、直近値を見ても、整備されていない地域が残  
分析  されている。   

目標に向けて改善しているが、市町村については目標達成には遠い。   

評価  

仮に小児救急医療拠点数などの実態が不変であっても、市町村合併によって初期小児救急医療体制が整備されている市町  

調査・分析上の課題  村割合は増加すると考えられる。また、ニ次医療圏の再矧こよる影響も考えられる。   

引き続き、初期および二次の小児救急医療体制の整備に向けての努力が必要である。  

目標達成のための課題  

野澤霊解凍．．′，          膏曇．   

【行政■関係機関等の取柏の指標】  

p   ，ヨ慧     ヽ十    、款．        ヨー■幣こ   
策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申閤評価   調査   

平成13年虔「子どもの事故防止と市  
3～4か月児健診政令市71．6％  

3－4か月児健診32．6％   町村への事故対策支援に関する研  100％  
市町村48．0％  平成17年自治体調査（母   

究」田中哲郎班            1歳6か月児健診 28．6％  1歳6か月児健診政令市58．3％  
市町村40．7％   

策2回中間評価   調査  

3～痛ヽ月児健診46．7，i  
（政令市87．6％市町村45．7％）  
1歳6か月児健診41．7％  

（政令市53．71市町村41．1％）   

データ分析   

結果   3～佃、月児健診時、1歳柏ヽ月児健診時ともに、平成13年と比較して平成17年は向上したが、平成21年は低下した。   

篭1回申隈評価頃の時点では、子どもの事故防止対附こ関する市町村の関心が高く、積極的な取り組みが行われていた。し  
かしながら、その後の近年は、市町村の関心が低下していることが考えられる。市町村の取り組みを行っても、はっきりした事  

分析  故の減少等が見られないという研究結果も報告され、そのようなものによる影響も考えられる。最終的な事故の減少だけでは  
なく、子どもの安全に向けての親の行動や意識の変化など、より敏感な指標による研究も望まれる。   

評価   悪化傾同となっており、このままでは目標の逢成は困難であると考えられる。   

事故防止対策を実施しているか、ある意味で回答者の主観に頼った形で、各市町村への自記式調査で把握した数字であるた  
調査■分析上の課題  め、そのことを考慮して結果を解釈する必要がある。   

目練達成のための課題   各市町村に対して、事故防止対策の里要性を再度普及するとともに、実施に当たっての技術的支援を充実させる必要があ  
ヱ   
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【行政・関係機瀾等の取組の指標】  

策定時の現状値   ベ→スライン調査等   日模   第1回中間評価   調査   

小児科医：平成12年医師・歯科医  
小児科医師数：適丘追（平  

（小児人口10万対）  師・薬剤師調査」   
（小児人口10万対）  成16年医師・歯科医師・薬剤  

小児科医83．5  師調査）   

小児科医77．1  新生児科医師：平成13年度「周産期  新生児科医師勤：1遇象  
医療水準の評価と向上のための環  

（参考値）  境整備に関する研究」中村肇班児  
増加傾向へ  （参考値：右の条件で計算した場  合）  

新生児科医8．ヰ  
日本児壬青年精神医学会認   

児童精神医学分野に取り組んでい  定の児童精神制眉劇：106名  

る  進に関する研究」諸岡啓一班（＊日  
児童精神医学分野に取り組んでい  

小児科医もしくは精神科医5．7   
る  会加入人数：ヱ且出色  

計算）  
小児科医もしくは精神科医13．6   

厳）：17．582．000人  

第2国中間評価   調査  

小児科医師数：15．236名（平  

庇20年医師・歯科医師・薬剤  

（小児人口10万対）  師調査）  

小児科医89．53  新生児科医師数：9帥名  

（NICU専属歴師数、平成20年  

（参考価：右の条件で計斉した埠 合）  

新生児科医5．丁  
走の児童精神科眉劇：158名  
（平成21年4月1日現在）、学  

児童精神暦学分野に取り組んでい   
る  師l．脚7名（平成21年7月現  

小児科医もしくは精神科層10．6  
平成20年小児人口（0・－1ヰ  

鐘）：17．018．000人   

データ分析   

結果   
小児人口10万対の小児科医数は着実に増加しているが、新生児科医、児ま精神医宇分野に取り組む医師数は減少してい  

る。   

小児人口当たりの小児科医数の総数は増加しているが、病院での過酷な勤務に疲弊して開業する小児科医も多いと考えら  
分析  れ、病院勤務の小児科医の推移も検討する必要がある。また．卒業後数年以内の若い年齢層での小児科医数の推移につい  

ても検討する必要がある。   

評価   
小児人口当たりの小児科医数は増加しているが、小児科医秤保の課航はまだまだ大きいと考えられる。   

小児科医数lこついては、策定時と直近傭と全く同一の調査方法であり、正確な統計であると考えられる。一方で、新生児科に  
勤務する医師および児童精神医学分野に取り組んでいる小児科医もしくは精神科医については、その定義および調査方法を  

調査・分析上の課煽  年次によって一定にすることが困難であるという問観点がある。また、小児人口が減少しているため、小児科医の実数の増加  
以上に、指標が改善しているように見える性質もある．また、医療の井lま必ずしも評価されないため、敢のみでなく合わせて地  
域における小児医療の提供方法についても考慮する必要がある。   

小児科、新生児科、児童精神科を志望する医師が増えるような包括的な対策が必要である。鴨下ら（医学のあゆみ2003；  
206（9）：723－2¢．）は、r小児科産科若手医師の確保・育成に関する研究」として、女性医師が鋤きやすい環境整備等が重要で  

目棟達成のための課題        あるとしている。児童精神医学に関しては、学部教育や卒前・卒後研働こおいて知詠や経験を得る機会が乏しく、その段階な  
いし後期研修の段暗において知識や経験を得られる体制作りも重要である。   

＿
 
 
 



【行政・関係機関等の取組の指棟】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

暁内学級30．1％   平成13年度（社）日本病院会調べ   1∝Il   院内学級28．1％   平成17年自治体調査（母   
遊戯室 68．6％   （回答数：ヰ44病院）  遊戯室 37．0％   子保健課）  

第2回申問評価   調査  

院内学級31．0％（312／1005）  
遊戯室41．2％（380／922）   

データ分析   

平成17年と比較して、平成21年は割合が増加しているが、小児病棟を持つ病院数が減っている影響も大きく、院内学級及び  

結果  遊戯室の実数の増加はわずかである。   

数値上は低下しているが、ベースライン調査と直近値の調査は調査方法が異なり、統計特産を考慮すると単純な比較ができ  

分析  ず、実際に低下しているのか不明である。   

目標に向けて改善しておらず、選成は難しい。   

評価  

特にベースライン調査においては、比較的小児医療環境に関心のある医療機関に偏って回答している可能性もあり、今後、よ  
調査・分析上の課題  り正確な調査を実施し、継続的に実態を把握する必要がある。   

目練達成に向けて大幅に改善させるためには、財政的な暮付けや、教育・療育機関を含む関係機関への働きかけが必要で  

目棟達成のための課艦     あろう。   

平成17年自治体調査（母  

評価   

具体的には、どのような体制が篭っていれはl慢性疾患児等の在宅医康を支援する体制が整備されている」と言えるのかにつ  

調査■分析上の課粗  
いて、不明確である。市町村の回答者によって様々な考え方があることが回答に影響していると思われる。   

慢性疾患児専の在宅医療の支擾体鰍こついては、都道府県保健所に積極的に市町村を支援をしてもらう必要があると考え  

目標達成のための課題     られる。   
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【保健医療水準の指棟】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   日標   第1回中間評価   調査  

44人  
51人  

児童虐待死亡事件における被害児室数  平成12年警察庁調べ   減少傾向へ     児童虐待死亡事件における被害児  
童数   

第2回中間評価   調査  

45人  

児童虐待死亡事件における被害児  
童数   

データ分析   

結果   平成12年44人、平成16年51人、平成20年45人とほぼ横ばいで推移している。   

の継統性・運統性が 、その として 

分析   平成16年の児玉虐待の防止に関する法律の改正で、機関運携や支提強調され基盤整備要   保護児童対兼地域協償金の設置が法に位置づけられる等、虐待死の防止に向けた体制整備が図られつつあるが、厚生労働  
省の検討における、児童虐待によって子どもが死亡した件数は、おおむね年間50件程度で推移していることを踏まえると、減  

評価   

指標は、虐待による死亡数であるが、社会保障審議会児童部会のもとに設置された「児童虐待等要保護事例の検証に関する  
調査・分析上の課賎  専門委員会」において行われている、死亡事例の具体的な分析等によって得られる課題専についても、引き続き評価していく  

必要がある。   

子ども虐待の発生予防や重症化予防対策等が大きな諌放であり、以下に例示する対策の着実な実施が必要である。  
・章支援家族の早期発見と養育支様による子ども虐待の発生予防  
・子ども虐待に関わる機関における、職員の専門性の向上、スーパービジョン体制の強化  
・子ども虐待事例への組織的対応、関係機関も含めた危機管理意周の醸成  

目標達成のための課超              ・要保凛児童対策地域協津金の有機的活用  
・保護解除時の判断基準や条件提示  
・子どもケア、親ケア、親教育プログラムの整備（再発防止策）とこれを実施する社会資源の養備  
参考：児童虐待による死亡事例の検証鎧果等について（「児童虐待等享保護事例の検証に関する専門委員会」第5次報告平  
成21年7月）  

帯
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策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   

27．4％   平成12年幼児健康度調査   減少傾向へ  診時）  の推進のための情報システ  
19，i25．朗i29．9，i   ム構築と各種情報の利活用  

に関する研究」山辟然太朗班  

第2回中間評価   調査  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健  
診時〉  を推進するための母子保健  

17．即i24．9，i26．0％   情報の利活用に関する研究」  
山県然太朗班   

データ分析   

第1回目中間評価との比較では、3、4か月児健診時点では19％から17．6％、1歳6か月では25．6紬、ら25％、3歳では29．9％カ、ら  

結果  25朋となった。どの時点でも、子育てに自信が持てない人の頻度はやや減少の傾向を認めた。また、2回の評価とも、3、4か  
月児健診時点に比べ、1歳6か月児、3歳児健診と子どもの年齢にしたがって上昇を認めた。   

父親の育児参加等の実態や行政における育児支援サービスの質の変換（健診での関わりなど）の効果が低年齢中心にみら  
分析  れていることなどと関係しているようにうかがえる。施策の方向性と合わせて分析評価していくことが必要だが、次世代育成支  

援対策推進法や「子ども・子育て応接プラン」に基づく取組が、今後より進むことで更に目標の減少が進むことが期待される。   

評価   
目標に向けて改善しているが、幼児についての配慮も見逃せない。   

子どもの年齢によって、割合に善があることから注意が必要。特に、策定時の現状値は6歳までの平均で集計している。   
調査・分析上の課題  

社会への子育てに関する啓発などを含めて、次世代育成支援計画の実行のモニタリングと合わせて評価していく。  
目標達成のための課題  

輔錮廿⊥佃搬摘鮎ごニ舶二、渦潮∴⊥∴冊㌣二∫七㌻叫胴．山・、、姉， ∴∴∴くく・∴：し∴軋；、・照瑠㌦準一■鯨新鮮ポ枯鵜招請描 
【保健医療水準の指標】   

1い鼠J最－－－1・－し、一抽融弘緑誠一ポ∵？・坤斬1ノ川：】も■守慰11＝－；′ヶ■－t・ナ∴†コ・Ll音、：↓   、′こr－i：∴′一ナここ司りrヰ′J‖：う‥ナノ■・メ、3・、，・・     ＝ん」「・イーイノ）ぐ′J■iJ1㍍・…・‾ト  
策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   診時）   
18．1％   平成12年幼児健康度調査   減少傾向へ  ム構築と各種情報の利活用  

4．3％11．5，i17．7％   

策2回中間評価   調査  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   診時）   
3．7％9．5％14．1％   情報の利活用に関する研究」  

山噂然太朗班   

データ分析   

策定時（－1歳12．4％、1歳6ケ月13．9％、3歳22．1％、6読までの平均18．1％）、第1回中間評価時と    の比較では、虐待している  
結果  と感じている割合は、減少傾向にある。  

子育てにやさしい社会の創生に向けた行政や民間等のさまざまな取組により、児童虐待に関する知    醜や理解が深まり、冷静  
分析  な判断環境になりつつあると思われる。さらに、孤立解消や周囲のサポートが増えている現状も影    管している。   

目標に向けて改善している。今後も引き続き、減少に向けた対策の強化が必要である。   
評価  

両親の養育態度は、子どもの年齢や成長過程による影響が大きいことから、直近値のように年齢月    りの値を把握する必要であ  
調査・分析上の課題  る。  

虐待と叱ることの違いなどを含めた育児支援に関する情報を発信し、両親の不安の軽減をはかる責    こめの方法や虐待している  
目標達成のための課題         と思っている親が1人で悩まずに相談できるような体制を強化していく必要がある。両親学級や子育    て教室、地域における子  

育て拠点などの活用も考えられる。   
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． 犠・・■．熊・．、も∫．．．．    ．．等．レ鋸．鮮   
【保健医療水準の相模】  

策定時の現状値   ベースライン許査等   目標   第1回申聞評価   調査   

駆．0％   平成12年幼児健康度調査   増加條向へ   （3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   診時）  
，1■■■」■l：   

ム構築と各種情報の利活用  
に関する研究」山野然太朗班  

第2回申闇評価   調査  

平成21年度「健やか親子21  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   診時）  を推進するための母子保健  
．一■■；－▲．  情報の利活用に関する研究」  

山辱然太朗班   

データ分析   

策定時（1歳74．ち％、1歳6か月75．4％、3歳椚．ヰ％6歳までの平均で68％）、ならびに第1回中間評価との比較では、3．4か月、1  

結果  歳軸、月、3歳の3時点とも、ゆったりとした気分で子どもとすごせる時間があると患う親は減少する傾向を認めている。3．4か  
月、1歳6か月、3歳の鴨に頻度が減少する傾向は2回の中間評価と同じであった。   

ゆったりした気分で子どもと過ごせると感ずる母現の割合は、出生順位（第2子で低い）、父親の育児参加（「よくやっている」で   高い）、父が子どもと遊ぶか（「よく汲んでいる」で高い）の問診項目と関連を認め、父親の協力は大きな要素である。第2子で  
低いことや子の年一削こよる違いは、しだいに目が＃せなくなる日常の育児の負担感を反映している。また、母親の現在の就労  
とも関連を認め、働く母親はゆったりした気分で子どもと過ごせると感じる割合は明らかに低かった。   

第1回中間評価に比し、割合は減少の悼向にある。これは、課題4の他の問診項目から求めた指棟がおおむね改善の状況に  
評価  向かう中で、特筆すべき点である。また、働く母親への支援の充実の必要性を確認することができたといえる。   

数値が減少した原因として、子育て世代の貧困、格差の影訊こついてこの調査からは分析できないが、他のデータをあわせ  
調査・分析上の課題  検討すべき課観である。   

父親の育児参加しやすい環境整備や地域の子育て支援策や保育所等を利用しやすい環境づくりがこれまで以上に必要であ  
目練達成のための課鰯     る。企業の支援策も必要である。  

第之回中間評価の楕黒では、相談相手として「インターネット」を選択した比率が、3、ヰか月健診時で    ・は14．8％であり、1歳6か月  

分析  児（7．Ol）、3離児（4．0≠）より大きな比率を占めた。3、4か月健診時の相談相手の頻度の増加が、地    域での子育て支援の充実  
につながっているのかどうかについで更なる検証が必妻である。一方、1歳8か月児、3歳児健診時    点において、相談相手がい  

‘＿ヽホ・   

ゑ料1迫l士 ミ威′】＞左鯉肌丁■   

評価   な家庭機能の閏月捌こつながる。母親が安心して相鉄できる環境の提供には、さまざまな関係機関    や地域住民などの協力も必  
要であり、その減少はたいへんに大きな課地である。   

多くの子育て支援策が実施される中において、育児について相談相手のいる母親の割合の減少の原因調査が今後必要であ  
調査・分析上の課隠  る。  

育児の不安などで気軽に相談できる相手の存在や母軌＝とって有効な相険手段とlま何かを分析し    、その確保に向けて対策を  
自棟達成のための課超         検討する必要があるとともに、育児不安などに悩む母親が気軽に相談できる環境づくりが必要があ    る。   
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（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健      平成17年度「健やか親子21  
よくやっている 37．4％   

平成12年幼児健康度調査   増加傾向へ  診時）  の推進のための情報システ   
よくやっている50．3145．哺39．8％  
時々やっている39．0，i40．4兄43．5％   

第2回申闇評価   調査  

く3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   
診緒）  を推進するための母子保健  

よくやっている55．0％48朋43．3％  
時々やっている3ヰ．6％36．6l38．4％   

データ分析   

lよくやっている」I時々やっている」を足すと、策定時、2回の中間評価でも8割を超えていた。2回の中間評価とも、3．4か月児  

結果  健診、1歳6か月、3歳の振に、「よくやっている」が減り、「時々やっている畑†増えている。策定時の現状僅、第1回目中間評価  
との比較では、3時点とも「よくやっている」が増加を認め、「時々やっている」が減少していた。   

子どもの年齢が低いほど「よくやっている」父親の割合が高いのは、年齢が低いほど育児の負担が多く、父親の育児参加が必  
分析  要とされていることがうかがえる。また、今回の評価で、「よく遊ぶ」が増え「ときどき遊ぶ」が減っていることは、父親の参加に  

対する母親の評価が上がっていると見ることもできる。今後も、「次世代育成支援対策推進法」や「子ども・子育て応援ビジョ  
、ノlな′ の触笛の推進力く護〟1入九ス   

評価   目様に向けて帳調に改善している。   

調査・分析上の課題   子育て支援の総合的な評価のひとつとして、引き続きモニターしていくことが望ましい。   

数値の上での増加傾向は認められているものの、その内容についてもより充実したものであることが望まれる。また、地域に  
目標達成のための課愚     おける子育て支援事業への父親の参加・活動の促進、父親自身の心の余裕や、育児参加しやすい職場環境の課題などにも  

目を向ける必要がある。  

裾野顎関節覚   

▲，一．．関村   
【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目棟   第1回申闇評価   調査   

く3、4か月児、1鼓6か月児、3歳児健  
よく遊ぶ49．4％   

平成12年幼児健康度調査   増加頼向へ  診時）   の推進のための情報システ   
時々遊ぶ41．4％  よく遊ぶ61．2％55．硝48．1≠  

時々遊ぶ33．0鶉37．6％42．1％   

第2回中間評価   調査  

く3、ヰか月児、1象6か月児、3歳児健   
診時）  を推進するための母子保健  

よく並ぶ61．鍋56．6％49．2又  
時々遊ぶ31．5％33．2％37．6％   

データ分析   

よく遊ぶ」「時々遊ぶ」を合計すると、策定時も2回の中間評価でも9割を超え、多くの父親が育児に参加している。2回の中間  

結果  評価の比較では、3．4か月児、1歳細ヽ月児、3歳児健診すべてにおいて、rよく遊ぶ」が増え、「時々遊ぶ」が減少した。   

子どもの年齢が低いほど「よくやっている」父親の割合が高いのは、年齢が低いほど育児の負担が多く、父親の育児参加が必  
分析  要とされていることがうかがえる。また、今回の評価で、rよく遊ぶ」が増え「ときどき並ぶ」が減っていることは、父親の参加に  

対する母親の評価が上がっていると見ることもできる。今後も、「次世代育成支櫻対策推進法」や「子ども・子育て応接プラン」  

評価   

調査・分析上の課頒   子育て支援の総合的な評価のひとつとして、引き続きモニターしていくことが望ましい。   

数値の上では増加傾向を認めるが、その内呑もより充実したものであることが望まれる。また、地域における子育て支援幸美  
目標達成のための課媛     への父親の参加・活動の促進、父親自身の心の余裕や、育児参加しやすい撤壌環境の課題などにも日を向ける必要がある。   
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【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状個   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価（平成18年度）   調査   

平成17年度乳幼児栄養調査  
ヰ2．4％  平成17年鹿「健やか親子21  

ヰ4．8㌔   平成12年乳幼児身体発育調査   増加傾向へ  の推進のための情報システ  
47．2％  ム♯築と各種情報の利活用  

に関する研究」山野然太朗班  

第2回中間評価   調査  

平成21年度「健やか親子21  

48．3％  を推進するための母子保健  
情報の利讃用に関する研究」  
山躁然太朗班   

データ分析   

ベースライン調査と2回の中間評価の調査法は異なっているが、生後1か月時点で母乳のみを与える割合は、それぞれ  

結果  
44．8％、42．ヰ％、48．4％であった。   

生後1か月時点で、母乳のみを与える割合は、平成12年44．8，はヽら平成17年度現．4別こ減少していた。しかし、乳幼児身体発  
音調査と乳幼児栄養調査は、調査法が違うため、正組こは比較できない。  

分析  一方で、同じ調査方法で行った研究班の調査では、平成17年度47．2％から平成21年鹿48．4％とわずかではあるが増加した。  
しかし、調査方法によって数値が前後していることから、明らかに増加傾向であるとは言い切れない。   

今後更なる取組が必要である。   出産施設での支援があると母乳栄養の割合が高車であることなどを踏まえ、出産施設での支援と退院磯母子が生活する地  
域での支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続するためには必要であることから、平成19年3月に「授乳・離乳  
の支援ガイド」が策定された。しかし、その欝知はまだ十分とは貫えず、平成20年鹿の調査で有床助産所における認知度は  

評価  
68．4％であった（平成20年庄子ども未来財団児童関連サービス調査研究等幸美「妊娠・出産の安全性と快適性確保に関する  
調査研究」吉永宗教班長）。母乳育児の割合を増加させることは、単に栄♯としての母乳栄養の割合を増加させるだけではな  
く、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えることにもつながることから母乳育児の継続には、出  
産施設での支援と退院後母子が生活する地域での支援が必要であり、保健医療機朋等の更なる取組が必要である。そのた  
めにも、支援者として大きな役割を果たす保健医療従事者が「授乳・離乳の支援ガイド」を十分認識し、母子への支援を継続  
的に提供できる環境を整える必要がある。   
母乳育児支援の継続には、家族や地域社会の協力が不可欠であり、子育て支援の評価の一つとしても苦味ある指標であると   こ 

調査・分析上の課題  考えられるとから、引き続きモニタリングが必要である。平成12年の乳幼児身体発育調査と平成17年度の乳幼児栄養調  
には比較できない。そのため、最終的には、平成22年に予定される乳幼児身体発育調査の値  

続き両親に対する啓発を行うことも必要であるが、それを支援する立場の保健医療機周、保  
目標達成のための課趨   
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【行政・関係機関等の取組の指棲】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目棟   第1回申闇評価   調査   

平成13年度「地域における新しいへ  
85．2％  ルスコンサルティングシステムの楠   100l   98％   平成17年自治体調査（母   

（保健所の割合）   築に関する研究」  （保健所の割合）   子保健課）  

山県然太朗班  
第2回中間評価   調査  

87．5l  平成21年自治休調査（母  
（保健所の割合）  子保健課）   

データ分析   

策定時の現状値は保健所の割合を調査し85．2％、第1回申聞評価では98％であり増加していた。ところが、第2匝Ⅰ中間評価で  

結果  は、87．5％と減少を認めた。   

母子保健事業の主体が市町村自治体に移行する中にあっても、低出生体重児への支援や虐待予防の視点から県型保健所  

分析  の／ヽイリスク児とその家族への支援はなお重要である。そのニーズに反して、保健所の関与が減少していることは、課題とい  
える。   

第1回申閤評価では「目標に向けて順調に改善しており、達成できる可能性がある。」とされたが、今回評価では逆にハイリス  

評価  ク児に対する保健所機能の衰退を示唆するものとなった。   

調査・分析上の課題   
策定時の指標が「二次医療魔の割合」であったが、実際には保健所単位で調べていることから、保健所単位での評価とするこ  
とで、結果が明確となった。   

フォロー体制が確立されない地域の理由は不明であるが、人見と予算に開港があることが考えられることと、県型保健所の母  
目凍達成のための課題     子保健事業に対する役割を再確認する必要があると思われる。   

【行政・関係機関等の取組の指棲】   

策定時の現状偉   ベースライン調査等   目棟   第1回申闇評価   調査   

平成け年度「健やか親子Zl  

30．5％   平成12年幼児健康度調査   増加悼向へ   
1歳6か月児32．4％  の推進のための情報システ  
3歳児30．肌  ム構集と各種情報の利活用  

に関する研究」山蛛然太朗班  

第2回中間評価   調査  

平成21年度「低やか親子21  
1歳6か月児35．7ヽ  を推進するための母子保健  
3歳児 3ヰ．0％  情報の利活用に関する研究」  

山隈然太朗班   

データ分析   

第1回日中間評価との比較で、1歳6か月児、3歳児健診とも増加の傾伺が認められる。   
鯖果  

満足度が増加している背景には、子育て支援に視点をおいた各自治体の健診の取り組みが評価されている可能性がある。し  
分析  かし、待ち時間の短編等の改善すべき点もある。   

増加横内にあり、日様に向けて改善している。しかし、策定時の現状値が30％と低いレベルからのスタートであるにもかかわら  

評価  ず、今回も伸び率としては低い。   

調査・分析上の課超   健診の医療機関倭儲（特に乳児）が進んでおり、これを考慮に入れて分析することが必要である。（受診率では、乳児健診、1   歳紬、月児健診ともに医療機関委託が約7ポイント低い）（新井山洋子、16年産地域保健総合推進事業報告幸）   

満足度が伸び悩む理由の調査・分析とその解消のための取組が必要である。また、親にとって、健診は、「子育ての評価を受  
自積達成のための課趨     ける機会」から、「子育てを応接してもらえ、エンパワメントされる機会」であるという意識の転換が必要である。   
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